
№ 都の確認事項等 区側説明

1
・区側提案における１件当たり単価は、自己負担分を撤廃した場合の単価となっているため、
妥当ではない。

・1件あたり単価から自己負担分相当として200円を控除し、再設定を行った。

2
・１件当たり単価について、所得制限撤廃の影響を直接受けないため、区側提案によるもの
（ただし、自己負担分相当を除く）を通年の単価として設定すべきと考える。

・異論はない。

3 件数
・件数について、所得制限撤廃の影響を直接受けるため、半年分（令和７年９月分まで）を現
行算定にもとづくもの、残り半年分（令和７年10月分以降）を区側提案によるものとして設定
すべきと考える。

・異論はない。

4 審査手数料
・社会保険分の審査手数料単価については、現行算定と同様、社会保険診療報酬支払基金から
発表される平均手数料により設定すべきと考える。

・区の実態を基にした区案が妥当だと考えるが、毎年のメンテナンスの観点も踏まえれ
ば、現行算定の考え方にも妥当性があるため、修正することに異存はない。

5 医療証発送委託等
・経費の性質上、今回の据置としている会計年度任用職員と関連性が高いと考えられる。
・そのため、本経費を新規に算定するに当たっては、双方を合わせて検証を行うべきと考え
る。

・仮に関連していたとしても、そのまま必要な職員数が減少しているとは言い切れないと
考える。
・しかし、今回は都区の見解を一致させることが困難であるため、当該経費については修
正案から除外し、人件費（会計年度任用職員を含む）の見直し時に改めて提案する。

6 その他 事務費

・事務費の設定方法について、以下のとおり設定すべきと考える。

① 基本となる経費設定の考え方としては、区側提案による数値を用いる
② ただし、①は通年で所得制限を撤廃した扶助件数に紐づく所要経費であるため、区側提案に
よる件数（所得制限を通年で撤廃）と、No3による件数（所得制限を半年のみ撤廃）の比率に
よって、割り落としを行う

・異論はない。

7
・現在、都補助対象である市町村部実績の増減に連動する形でメンテナンスを実施していると
ころであるが、今後の対応はどのように考えているか。

・区の実態で合意し、以降は市町村部実績の増減に連動する形でメンテナンスを実施する
ことは適切な方法であると考えるが、引き続き検証を行い、必要に応じて見直しを行う。

8
・令和８年度には財調上も所得制限の撤廃が通年となるため、今回の区側提案による数値をも
とに、所得制限撤廃の通年化を反映する整理としたいが、見解を伺う。

・異論はない。
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